
（ 案）  

 

令和７ 年度グ ロ ーバル人材育成事業「 Ｕ Ｃ Ｌ プロ グ ラ ム 派遣事業」  

航空券等手配業務委託契約書 

 

委託業務の名称 令和７ 年度グ ロ ーバル人材育成事業「 Ｕ Ｃ Ｌ プロ グ ラ ム 派遣事業」  

航空券等手配業務委託 

契 約 金 額 金          円也 

        （ う ち 取引に係る 消費税及び地方消費税の額 金        円也） 

委 託 期 間 自 契約開始日 

        至 令和７ 年９ 月３ ０ 日 

契 約 保 証 金 金         円也 

 

 上記の委託業務について 、 委託者「 福島県」 を 甲と し 、 受託者「          」

を 乙と し て 、 次の各条項によ り 委託契約を 締結する 。  

 

（ 委託業務の仕様等）  

第１ 条 乙は、 こ の契約書に定める も のの他、 令和７ 年度グ ロ ーバル人材育成事業「 Ｕ Ｃ

Ｌ プロ グ ラ ム 派遣事業」 航空券等手配業務委託仕様書（ 以下「 仕様書」 と いう 。） に基づ

き 、 業務を 履行し な け ればな ら な い。 た だし 、 履行に必要な 関連業務及び付随業務を 含

むも のと する 。  

２  乙は、 頭書の委託期間内に委託業務を 完了し け ればな ら な い。  

３  乙は、 本業務を 着手し た 際には、 着手届（ 別記第１ 号様式） を 甲に提出する も のと す

る 。  

 

（ 契約 の 保 証 ）  

第２ 条 乙は、契約金額の１ ０ ０ 分の５ 以上の額の契約保証金を 納付し な け ればな ら な い。

た だし 、 財務規則第２ ２ ９ 条第１ 項各号のいずれかに該当する 場合において は、 契約保

証金の全部又は一部の納付を 免除する 。  

 

（ 権利義務の譲渡等）  

第３ 条 乙は、 書面によ る 甲の承諾を 得な いで、 こ の契約によ り 生ずる 権利及び義務を 譲

渡し 、 承継さ せ、 又は担保にし て はな ら な い。  

 

（ 一括再委託等の禁止）  

第４ 条 乙は、 業務の全部を 一括し て 第三者に委託し 、 又は請け 負わせて はな ら な い。  

２  乙は、業務の一部を 第三者に委託し 、又は請け負わせよ う と する と き は、あ ら かじ め、

甲の承諾を 得な ければなら な い。  

３  甲は、 乙に対し て 、 業務の一部を 委託し 、 又は請け 負わせた 者の商号又は名称その他

必要な 事項の通知を 請求する こ と ができ る 。  

 

（ 秘密保持）  

第５ 条 乙は， 本契約期間中又は期間満了後を 問わず、 本業務に関し て 知り 得た 秘密を 、

相手方の書面によ る 承諾を 得な い限り 、 第三者に開示又は漏洩し て はなら ず、 ま た 本業

務の遂行以外の目的に使用し て はな ら な い。  



（ 案）  

 

２  前項の秘密保持義務は、 以下のいずれかに該当する 場合には適用し な い。  

 一 公知の事実又は当事者の責に帰すべき 事由によ ら ずし て 公知と なっ た 事実 

 二 第三者から 適法に取得し た 事実 

 三 開示の時点ですでに保有し て いた 事実 

 四 法令、 政府機関、 裁判所の命令によ り 開示が義務付け ら れた 事実 

 

（ 一般的損害）  

第６ 条 成果品の引渡し 前に生じ た 成果品、 資料等について の損害は、 甲の責に帰すべき

場合を 除き 、 乙の負担と する 。  

 

（ 第三者に及ぼし た 損害）  

第７ 条 本契約の履行に関し て 、 第三者に損害を 及ぼし た 場合は、 乙は、 その損害を 賠償

し な ければな ら な い。 た だし 、 その損害のう ち 甲の責めに帰すべき 事由によ り 生じ た も

のについて は、甲が負担し 、その損害が甲乙双方の責めに帰すこ と ができ な い場合には、

その負担について 甲乙協議し て 定める 。  

 

（ 乙の責めに帰すべき 事由によ る 履行期限の延長及び遅延利息）  

第８ 条 甲は、 乙の責めに帰すべき 事由によ り 、 乙が履行期限ま でに委託業務の完了の見

込みがな いと き は、 乙は、 その事由を 付し た 書面を も っ て 、 甲に履行期限の延長を 申し

出な ければな ら な い。  

２  前項の場合において 、履行期限後相当の期日内に履行が完了する 見込みがあ る と き は、

甲は、 乙から 遅延利息を 徴収する こ と を 条件と し て 履行期限を 延長する こ と ができ る 。 

３  甲は、 前項の規定によ り 履行期限を 延長する と 認めた と き は、 その旨を 乙に通知する

と と も に当該履行期限の延長に関する 契約を 乙と の間に結ぶも のと し 、 乙は、 こ れに応

ずる も のと する 。  

４  第２ 項の遅延利息は、 遅延日数１ 日つき 委託料の額に年２ ． ５ ％の割合で計算し た 額

（ 100 円未満の端数があ る と き は、 その端数は切り 捨て る 。） と する 。  

５  前項の場合において 、 検査確認に要し た 日数は、 遅延日数に算入し な い。  

  

（ 事故等報告）  

第９ 条 乙は、 委託業務の遂行に支障が生じ る おそ れがあ る 事故の発生を 知っ た と き は、

直ち にその旨を 甲に報告し その指示を 受け る こ と 。  

２  乙は、 甲の指示に基づき 速やかに必要な 処理を 加え た 後、 遅滞なく 書面によ り 詳細な

報告並びに今後の方針案を 甲に提出し 、 その承認を 受け な け ればな ら な い。  

 

（ 委託業務内容の変更）  

第 10 条 甲は、 必要があ る と き は、 委託業務の内容を 変更し 、 又は一時中止さ せる こ と が

でき る 。 こ の場合において 、 甲及び乙が変更等の内容が契約に定める 金額、 履行期限及

びそのほか契約条件に影響を 及ぼすと 判断し たと き は、 変更契約を 締結する も のと する 。 

２  前項の場合において 、 乙が損害を 受けた と き は、 乙は甲に対し 損害の賠償を 請求する

こ と ができ る 。 こ の場合の損害賠償額については甲乙協議し て定める 。  

 

 



（ 案）  

 

（ 事情変更によ る 契約内容の変更）  

第 11 条 契約締結後において 、天災地変そのほか不測の事故又は経済状況の激変によ り 、

契約内容が著し く 不当と 認めら れる に至っ た と き は、 甲又は乙は、 その実情に応じ 相手

と 協議の上、 契約金額、 履行期限そのほか契約の内容を 変更する こ と ができ る 。  

２  前項の場合において 、 甲又は乙が損害を 受ける こ と があ っ て も 、 原則と し て 甲又は乙

は責任を 負わな いも のと する 。  

 

（ 引渡し ）  

第 12 条 乙は、 委託業務を 完了し た と き は、 完了届（ 別記第２ 号様式） に成果品を 添え

て 、 甲に提出し な け ればな ら な い。  

２  乙は、 委託業務完了後遅滞な く 実績報告書（ 別記第３ 号様式） に委託業務に係る 支出 

の内訳を 明ら かにし た 収支決算書（ 様式任意） を 添え て 甲に提出する も のと する 。  

３  収支決算書は、 入札時の金額と の整合のた め、 消費税に係る 課税事業者であ る か免税 

事業者であ る かを 問わず、決算額の１ １ ０ 分の１ ０ ０ に相当する 金額を 記載する こ と 。 

４  甲は、前項の実績報告書を 受理し た と き は、その日から 10 日以内に検査を し な ければ

な ら な い。  

 

（ 支払う べき 金額の確定）   

第 13 条 甲は、 第 12 条第 2 項の実績報告書の提出を 受け た後、 前条の規定によ り 提出さ

れた 実績報告書の内容の審査及び必要に応じ て現地調査を 行い、 委託業務の実施に要し

た 経費の証ひょ う 、 帳簿等の調査によ り 支払う べき 金額を 確定し 、 こ れを 乙に通知し な

ければな ら な い。 支払う べき 金額を 修正すべき 事由が判明し た場合も 、 同様と する 。  

２  金額の確定に当た っ て は、 収支決算書に記載さ れた 金額の１ ０ ０ 分の１ ０ に相当する  

額を 加算し た 金額（ 当該金額に１ 円未満の端数があ る と き は、 そ の端数金額を 切り 捨て  

た 金額） を も っ て 確定額と する 。  

 

（ 委託料の支払い）  

第 14 条 乙は、 第 12 条第 4 項の規定によ る 検査に合格し た と き は、 請求書（ 別記第５ 号

様式） によ り 、 甲に対し て 委託料の支払いを 請求する も のと する 。  

２  甲は、前項の規定によ る 支払の請求があ っ た と き は、その日から 30 日以内に支払う も

のと する 。  

３  甲は、 委託業務完了後において 、 乙に委託業務によ り 発生し た 収入があ る と 認めた と

き は、 乙に対し その額の返還を 命じ る も のと する 。  

４   乙は、 委託業務の完了前に委託業務に必要な経費と し て 、 概算払請求書（ 別記第４ 号

様式） を 提出する こ と ができ る 。 こ の場合において 、 甲は、 当該請求が適当であ る と 判

断し た と き は、 支払を 行う こ と ができ る 。  

 

 

 

 

 

 

 



（ 案）  

 

（ 契約の解除）  

第 15 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する と き は、こ の契約の一部又は全部を 解

除し 、 委託料を 交付し な い、 若し く は交付し て いる 委託料の一部又は全部を 返還さ せる

こ と ができ る 。  

一 甲の指示に従わな いと き 。  

 二 乙が、 こ の契約に定める 条項に違反し た と き 、 又は不正な 行為を し た と き 。  

 三 乙が、 こ の契約に定める 業務を 履行し な いと き 、 又は履行する 見込がな いと 明ら か

に認めら れる と き 。  

 四 乙の責めに帰すべき 事由によ り 、 契約期間内に契約履行の見込がな いと き 。  

五  乙 が 次の い ず れ か に 該当 する と き 。  

   イ  役 員等（ 乙が 個 人で あ る 場合に は そ の 者そ の 他 経 営に 実 質的 に 関 与 し て い

る 者 を 、 乙 が 法人 で あ る 場合 に は そ の 役員 、 そ の 支 店 又は 常時 物 品の 購 入契

約 を 締 結 す る 事 務 所 の 代 表 者 そ の 他 経 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い る 者 を い う 。

以下 こ の 号に おい て 同 じ 。 ） が 、 暴 力団 員 に よ る 不 当 な 行 為の 防 止等に 関す

る 法 律（ 平 成３ 年法 律第77号 ） 第２ 条 第２ 号 に 規 定す る 暴力 団（ 以下こ の 条

に お い て 「 暴 力 団」 と い う 。 ） 又 は 同 条第 ６ 号に 規定す る 暴力 団員（ 以 下こ

の 条 に おい て 「 暴 力団 員 」 と い う 。 ） で あ る と 認め ら れ る と き 。  

  ロ  役 員 等が 、 自 己、 自 社若 し く は 第 三 者 の 不正の 利益 を 図 る 目 的又 は 第三者

に 損 害 を 加え る 目 的を も っ て 、 暴力 団又 は 暴力 団員 を 利用 する な ど し て い る

と 認 め ら れ る と き 。  

  ハ  役 員 等が 、 暴 力団 又 は 暴 力団 員 に 対 し て 資金等 を 供 給し 、 又 は 便 宜 を 供与

する な ど 直接 的あ る い は 積極 的に 暴力団 の 維 持 、 運 営 に 協 力し 、 若し く は 関

与し て い る と 認め ら れ る と き 。  

  ニ  役 員 等が 、 暴 力団 又 は 暴 力団 員 で あ る こ と を 知 り な が ら こ れ を 不 当 に 利用

する な ど し て い る と 認 め ら れ る と き 。  

  ホ  役 員 等が 、 暴 力団 又 は 暴 力団 員 と 社 会 的 に 非難 さ れ る べ き 関 係を 有 し て い

る と 認 め ら れ る と き 。  

    ヘ  原 材 料の 購入契 約 そ の 他の 契 約に 当た り 、 そ の 相 手方 が イ か ら ホ ま で の い

ずれ か に 該当 する こ と を 知り な が ら 、 当 該 者と 契約 を 締結 し た と 認め ら れ る

と き 。  

    ト  乙 が 、 イ か ら ホ ま で の い ずれ か に 該 当 する 者を 原 材料 の 購入 契約 そ の 他 の

契約 の 相手方 と し て い た 場合（ へ に 該 当す る 場合 を 除 く 。 ） に 、 甲が 乙 に 対

し て 当 該契約 の 解 除を 求 め 、 乙が こ れ に 従わ な か っ た と き 。  

六 乙が 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与し て いる と 認めら れる 者若し く は

社会的非難関係者（ 福島県暴力団排除条例施行規則（ 平成 23 年福島県公安委員会規

則第５ 号） 第４ 条各号に該当する 者） に契約代金債権を 譲渡し た と き 。  

 

 

 

 

 

 



（ 案）  

 

（ 契約が解除さ れた 場合等の違約金）  

第 16 条 次の各号のいずれかに該当する 場合において は、 乙は委託料の 10 分の１ に相当

する 額を 違約金と し て 甲の指定する 期間内に支払わなけ ればな ら な い。又、契約解除に

よ り 甲に損害を 及ぼし た と き は、 甲が算定する 損害額を 乙は甲に納付し な け ればな ら

な い。 た だし 、 天災地変、 不可抗力等乙の責めに帰すこ と のでき な い事由によ る 解除の

場合は、 こ の限り でな い。  

 一 前条の規定によ り こ の契約の全部又は一部が解除さ れた 場合 

 二 乙がその債務の履行を 拒否し 、 又は、 乙の責めに帰すべき 事由によ っ て 乙の債務に

ついて 履行不能と な っ た 場合 

２  次の各号に掲げる 者がこ の契約を 解除し た 場合は、 前項第２ 号に該当する 場合と みな

す。  

 一 乙について 破産手続開始の決定があ っ た 場合において 、 破産法（ 平成 16 年法律第

75 号） の規定によ り 選任さ れた 破産管財人 

 二 乙について 更生手続開始の決定があ っ た 場合において 、会社更生法（ 平成 14 年法律

第 154 号） の規定によ り 選任さ れた 管財人 

 三 乙について 再生手続開始の決定があ っ た 場合において 、民事再生法（ 平成 11 年法律

第 225 号） の規定によ り 選任さ れた 再生債務者等 

３  第１ 項の規定にかかわら ず、 乙の責めに帰すべき 事由によ り 第７ 条の規定に基づく 履

行期限の延長があ っ た 場合において 、 甲が前条の規定によ り 契約を 解除し た と き は、 乙

は、 第１ 項の違約金に当初の納期の翌日から 甲が契約解除の通知を 発し た 日（ 乙から 解

除の申出があ っ た と き は、 甲がこ れを 受理し た日） ま での期間の日数に応じ 、 契約金額

（ 総価） 又は契約解除部分相当額に年２ ． ５ ％の割合で計算し た 額を 加え た 金額を 違約

金と し て 甲に納付し な ければな ら な い。  

 

（ 談合によ る 損害賠償）  

第 17 条 甲は、こ の契約に関し 乙が次の各号のいずれかに該当する と き は、前条に規定す

る 契約の解除を する か否かを 問わず、 賠償金と し て 、 契約金額の 10 分の２ に相当する

額を 請求し 、 乙はこ れを 納付し な ければな ら な い。 た だし 、 第１ 号又は第２ 号のう ち 命

令の対象と な る 行為が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する 法律（ 昭和 22 年法

律第 54 号。 以下「 独占禁止法」 と いう 。） 第２ 条第９ 項の規定に基づく 不公正な 取引方

法（ 昭和 57 年公正取引委員会告示第 15 号） 第６ 項で規定する 不当廉売に当た る 場合、

その他、 甲が特に認める 場合はこ の限り でな い。  

 一 公正取引委員会が、乙に違反行為があ っ たと し て 、独占禁止法第 49 条の規定によ る

排除措置命令を 行い、 当該排除命令が確定し た と き 。  

 二 公正取引委員会が、乙に違反行為があ っ たと し て 、独占禁止法第 62 号第１ 項の規定

によ る 課徴金の納付命令を 行い、 当該納付命令が確定し た と き 。  

 三 乙（ 乙が法人の場合にあ っ ては、 その役員又はその使用人） に対し 、 刑法（ 明治 40

年法律第 45 号） 第 96 条の６ の規定によ る 刑が確定し た と き 。  

２  前項の規定は、 こ の契約の履行が完了し た 後において も 適用する も のと する 。 な お、

甲が受けた 損害額が前項の規定によ り 計算し た賠償金の額を 超え る 場合において、甲は、

その超過分に対し て 賠償を 請求する こ と ができ る も のと し 、乙はこ れに応じ なけ ればな

ら ない。  

 



（ 案）  

 

（ 個人情報の保護）  

第 18 条 乙は、 こ の契約によ る 業務を 行う た め個人情報を 取り 扱う に当た っ て は、 別記

「 個人情報取扱特記事項」 を 守ら な け ればな ら な い。  

 

（ 契約外事項）  

第 19 条 本契約に関する 事項及び本契約に定めのな い事項に関する 疑義について は、 必

要に応じ て 、 甲乙協議し て 定める も のと する 。  

 

（ 紛争の解決方法）  

第 20 条 前条の規定によ る 協議が整わな い場合、 こ の契約に関する 一切の紛争に関し て

は、 甲の所在地を 管轄と する 裁判所を 管轄裁判所と する 。  

 

 

 上記の契約の証と し て 本書２ 通を 作り 、 当事者記名押印のう え 、 各自１ 通を 保有する 。 

 

 令和７ 年４ 月  日 

 

   甲 住所 福島県福島市杉妻町２ 番１ ６ 号 

    氏名 福島県 

       福島県教育委員会教育長  鈴木 竜次 

 

   乙 住所 

    氏名 

       代表者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記（ その１ ）  

個人情報取扱特記事項 

  （ 基本的事項）  

 第１  乙は、 こ の契約によ る 業務（ 以下「 業務」 と いう 。 ） を 行う に当たっ ては、 個

人の権利利益を 侵害する こ と のないよ う 個人情報を 適正に取り 扱わなければなら な

い。  

   （ 秘密の保持）  

 第２  乙は、 業務に関し て知り 得た個人情報を みだり に他人に知ら せ、 又は不当な目

的に使用し てはなら ない。 なお、 こ の契約が終了し た後においても 、 同様と する 。  

 ２  乙は、 業務に従事し ている 者に対し 、 当該業務に関し て知り 得た個人情報を その

在職中及び退職後においてみだり に他人に知ら せ、 又は不当な 目的に使用し てはな

ら ないこ と など 個人情報の保護に関し て必要な事項を 周知さ せる も のと する 。  

  （ 収集の制限）  

 第３  乙は、 業務を 行う ために個人情報を 収集する と き は、 当該業務の目的を 達成す

る ために必要な範囲内で、 適法かつ公正な手段によ り 収集し な ければなら ない。  

   （ 目的外利用・ 提供の禁止）  

 第４  乙は、 甲の指示又は承諾があ る と き を 除き 、 業務に関し て知り 得た個人情報を

契約の目的以外に利用し 、 又は第三者に提供し て はなら ない。  

  （ 安全管理措置）  

 第５  乙は、 甲よ り 個人情報の取扱いの委託を 受けた場合、 行政機関等と 同様の安全

管理措置を 講ずる 必要があ る こ と から 、 業務に関し て知り 得た 個人情報の漏えい、

滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために、 個人情報の保護に関

する 法律（ 平成 15 年法律第 57 号） 及び「 個人情報の保護に関する 法律について の

ガイ ド ラ イ ン （ 行政機関等編） 」 に基づき 必要かつ適切な措置を 講じ なければなら

ない。  

   （ 複写・ 複製の禁止）  

 第６  乙は、 甲の承諾があ る と き を 除き 、 業務を 行う ために甲から 引き 渡さ れた 個人

情報が記録さ れた資料等を 複写し 、 又は複製し て はなら ない。   

  （ 作業場所の指定等）  

 第７  乙は、業務のう ち個人情報を 取り 扱う 部分（ 以下「 個人情報取扱事務」 と いう 。）

について、 甲の指定する 場所で行わなければなら ない。  

 ２  乙は、 甲の指示又は承諾があ る と き を 除き 、 前項の場所から 業務に関し 取り 扱う

個人情報が記録さ れた資料等を 持ち出し てはなら ない。  

  （ 資料等の返還等）  

 第８  乙は、 業務を 行う ために甲から 提供を 受け、 又は自ら が収集し た個人情報が記

録さ れた資料等を こ の契約の終了後直ちに甲に返還し 、 若し く は引き 渡し 、 又は消

去し 、 若し く は廃棄し なければなら ない。 ただし 、 甲が別に指示し たと き は、 こ の

限り でない。  

 ２  乙は、 前項の規定によ り 電子記録媒体に記録さ れた個人情報を 消去又は廃棄する

場合は、 当該個人情報が復元でき ないよ う に確実に消去又は廃棄し なければなら な

い。  

 ３  乙は、 第１ 項の規定によ り 個人情報を 消去又は廃棄し た場合は、 当該個人情報の

消去又は廃棄を 行っ た日時、 担当者名及び方法を 記載し た報告書を 甲に提出し 、 確



認を 受けなければなら ない。  

   （ 事故発生時における 報告等）  

 第９  乙は、 個人情報の漏えい、 滅失、 毀損その他の事態及びこ の契約に違反する 事

態が生じ 、 又は生ずる おそれがあ る こ と を 知っ た と き は、 速やかに甲に報告し なけ

ればなら ない。  

 ２  乙は、 前項によ り 報告を 行う 場合には、 併せて 被害の拡大防止等の必要な措置を

講じ る と と も に、 情報漏えい等に係る 対応について甲の指示に従う も のと する 。  

  （ 調査監督等）  

 第 10  甲は、 乙における 契約内容の遵守状況等について実地に調査し 、 又は乙に対し

て必要な報告を 求める など 、 乙の個人情報の管理について必要な監督を 行う こ と が

でき る 。  

 ２  乙は、 前項における 報告について、 甲が定期的な報告を 求める 場合にはこ れに応

じ なければなら ない。  

  （ 指示）  

 第 11 甲は、乙が業務に関し 取り 扱う 個人情報の適切な管理を 確保する ために必要な

指示を 行う こ と ができ る 。  

  （ 再委託の禁止）  

 第 12 乙は、 甲の承諾がある と き を 除き 、 個人情報取扱事務を 第三者（ 再委託先が子

会社（ 会社法（ 平成 17 年法律第 86 号） 第２ 条第１ 項第３ 号に規定する 子会社を い

う 。 ） であ る 場合を 含む。 以下次項において同じ 。 ） に委託し てはなら ない。  

 ２  乙は、 甲の承諾に基づき 個人情報取扱事務を 第三者に委託する と き は、 こ の契約

によ り 乙が負う 個人情報の取扱いに関する 義務を 再委託先にも 遵守さ せなければな

ら ない。  

  （ 労働者派遣契約）  

 第 13 乙は、保有個人情報の取扱いに係る 業務を 派遣労働者によ っ て行わせる 場合に

は、 労働者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する 事項を 明記し な

ければなら ない。  

  （ 損害賠償）  

 第 14 乙又は乙の従事者（ 乙の再委託先及び乙の再委託先の従事者を 含む。 ） の責め

に帰すべき 事由によ り 、 業務に関する 個人情報の漏えい、 不正利用、 その他の事故

が発生し た場合、 乙はこ れによ り 第三者に生じ た 損害を 賠償し なければなら ない。  

 ２  前項の場合において、 甲が乙に代わっ て第三者の損害を 賠償し た場合には、 乙は

遅滞なく 甲の求償に応じ なければなら ない。  

  （ 契約解除）  

 第 15 業務に関する 個人情報について、乙によ る 取扱いが著し く 不適切であ る と 甲が

認めたと き は、 甲はこ の契約の全部又は一部を 解除する こ と ができ る 。 こ の場合の

違約金は契約書本文の定める と こ ろ によ る 。  

 

 注１  「 甲」 は実施機関を 、 「 乙」 は受託者を 指す。  

  ２  委託業務の実態に則し 適宜必要な事項を 追加し 、 不要な事項は削除する も のと

する 。 ま た、 契約書本文の定めと の関係に応じ 、 必要な文言の整備を 行う も のと

する 。  



 

令和７ 年度グロ ーバル人材育成事業「 Ｕ Ｃ Ｌ プロ グラ ム派遣事業」 航空券等手配業務に係る  

業務委託仕様書 

１  目的 

  こ の仕様書は、 令和７ 年度グ ロ ーバル人材育成事業「 ＵＣ Ｌ ※プロ グ ラ ム 派遣事業」（ 以下、

本事業） の交通・ 宿泊・ 旅行保険計画の立案、 業務に関する 基本的な事項を 定め、 こ の業務の

円滑な実施を 図る こ と を 目的と する 。  

※ ユニバーシティ ・ カレ ッ ジ・ ロ ン ド ン  

参考 URL： ht t ps: //www. ucl -j apan-yout h-chal l enge. com/j p/ 

 

２  本事業の概要 

   本県の高校生が、「 UCL-Japan Yout h Chal l enge」 に参加し 、 世界ト ッ プク ラ ス の講師陣によ る

講義を体験し たり 、 様々な活動と イ ベン ト を 通し て文化交流し たり する こ と で、 挑戦する マイ ン

ド の構築を 図り 、「 ふく し ま 」 の復興プロ セス と 未来像を 自分の言葉で世界に発信でき る グ ロ ーバ

ル・ リ ーダーを 育成する 。  

 

（ １ ） 研修概要 

  ア 派遣期間 

    令和７ 年７ 月２ ５ 日（ 金） ～８ 月４ 日（ 月） １ １ 日間（ 日本時間）  

  イ  参加予定人数 

    大人４ 名（ 生徒３ 名及び引率教員１ 名）                     

  ウ  研修行程 

月日 行程 宿泊場所 食事 

７ 月２ ５ 日（ 金） 

日本時間 

福島駅集合・ 発 

( 東京駅経由)  

羽田空港着・ 発 

 夕： 空港内 

（ 自己負担）  

７ 月２ ５ 日（ 金） 

イ ギリ ス 時間 

ﾛﾝﾄﾞ ﾝ･ﾋ ｽーﾛ 空ー港着 

※現地時間 16: 00 ま でに到着 

 機内食 

７ 月２ ６ 日（ 土）

～８ 月３ 日（ 日） 

イ ギリ ス 時間 

UCL-Japan Yout h Chal l enge 

2025 への参加 

UCL-Japan Yout h Chal l enge 実行委員会

によ る 手配 

８ 月３ 日（ 日）  

イ ギリ ス 時間 

ﾛﾝﾄﾞ ﾝ･ﾋ ｽーﾛ 空ー港発 

※現地時間 16: 00 以降に出発 

 機内食 

８ 月４ 日（ 月）  

日本時間 

羽田空港着 

( 東京駅経由)  

福島駅着・ 解散 

  

 

３  委託内容 

（ １ ） 上記研修概要に基づく 研修場所への渡航、 国内移動、 国内宿泊に必要な手配を 行う こ と 。 詳細

は以下のと おり と する 。  

  ア 航空券代金、 燃油サーチャ ージ料、 国際空港使用料、 海外空港諸税、 福島駅～羽田空港間の

交通費及び手配手数料等を 委託料と し て精算し 、 航空券等の手配を する こ と 。  

    ※ 海外旅行保険、 機内食以外の食事代は含めない。  

    ※ UCL から の送迎の関係上、 7/25 はヒ ース ロ ー空港に 16: 00 ま でに到着、 8/3 はヒ ース ロ  

ー空港から 16: 00 以降に出発する 便と する こ と 。  

https://www.ucl-japan-youth-challenge.com/jp/


 

  イ  航空便名、 出発日、 到着日、 出発時刻、 到着時刻を 明記し た行程表を 提出する こ と 。  

  ウ  直行便を 原則と し 、 経由地は渡航者の負担を 考慮し 、 最低限の回数と する こ と 。  

  エ 経由地では、 乗り 継ぎに十分な時間を 確保する こ と 。  

  オ 往路及び復路の本邦出発、 到着時刻は早朝や夜の時間帯を なる べく 避ける こ と 。  

  カ  航空機の座席については参加者全員がエコ ノ ミ ーク ラ ス と し 、 ま と ま った座席を 確保する こ

と 。  

  キ 福島駅～羽田空港間の交通手段は、 公共交通機関を 利用し 、 う ち福島駅～東京駅間は新幹線

（ 指定席） を 利用し 、 ま と ま った座席を 確保する こ と 。  

  ク  引率教員が、 旅行業者、 福島県教育庁高校教育課、 生徒と の緊急連絡体制を 確立し 、 連絡手

段と し て現地で使用でき る 携帯電話１ 台（ 引率教員用、 ５ 時間以上の無料通話期間を 含む） 及

びモバイ ル Wi -Fi ルータ ー４ 台（ 生徒・ 引率教員用） を 準備する こ と 。 ※生徒は私用携帯電話

も 利用。  

  ケ  全ての往復の新幹線・ 航空券等は出発２ 週間前ま でに発券の上、 引率教諭、 参加生徒及びそ

の保護者へ電子チケッ ト 等によ り 届ける こ と 。  

  コ  見積額には、 見積日時点でのレ ート を 適用する こ と 。  

  サ 旅行中の事故防止及び不測の事態における 対処に最善の努力を 講じ る こ と 。  

（ ２ ） Ｕ Ｃ Ｌ プロ グラ ム 参加費と し て、 １ 名当たり ￡3, 000 を 主催者の指定し たイ ギリ ス の銀行に送

金する こ と 。 委託料には、 Ｕ Ｃ Ｌ プロ グラ ム参加費及び海外送金手数料を 含める こ と 。  

（ ３ ） 受託者は、 引率教諭、 参加生徒及びその保護者向けに、 出発３ 週間ま でに「 行程表」 を 作成し 、

研修行程、安全対策、保険等に関する 説明会を 実施する こ と 。なお、開催日時や会場については、

委託者と 受託者の協議の上、 決定し 、 委託者が運営を 行う 。  

 

４  成果品 

（ １ ） 上記２ （ １ ） に基づく 研修場所への渡航、 国内移動、 国内宿泊に必要な手配を 行っ たこ と がわ

かる 資料（ 航空券の写し 、 新幹線等の切符の写し 、 携帯電話及び Wi -Fi ルータ ーの使用申込書や

写真等）  

（ ２ ） Ｕ Ｃ Ｌ プロ グラ ム 参加費の送金がわかる 資料 

（ ３ ） 参加生徒及び保護者に向けた説明会を 実施し たこ と がわかる 資料（ 行程表、 写真等）  

 

５  その他 

（ １ ）  概算費用に対する 考え方 

本仕様書の「 ３ 委託内容」（ １ ） -ア の燃油サーチャ ージ料、 国際空港使用料、 海外空港諸税、

（ １ ） -ク の携帯電話使用料及び（ ２ ） 海外送金手数料については、 為替レ ート や使用状況に応じ て

金額が変動する ため、 契約を締結する 場合は概算契約と し て取り 扱う 。  

（ ２ ）   追加費用に対する 考え方 

本仕様書に定めら れた業務内容の実施にあたっ ては、 追加の費用負担が生じ た場合においても 、

それが仕様を 満たすために当然必要と 認めら れる も のについては、 原則と し て受託者の負担と す

る 。  

（ ３ ）  仕様変更 

受託者がやむを 得ない事情によ り 本仕様書の変更を 必要と する 場合には、 あら かじ め県と 協議 

し 、 承認を 得る こ と 。  

（ ４ ） 仕様書記載外の事項 

本仕様書に記載さ れていない事項ま たは本仕様書の記載内容に疑義が生じ た場合は、 必要に応 

じ て、 県と 受託者が協議し て定める 。  



（案） 

別記第１号様式 

 

着手届 

 

                                                     令和  年  月  日  

 

 福島県教育委員会教育長 様 

 

                           受託者   

               所在地  

                            名 称   

                              代表者                 

 

  下記委託業務は、令和  年 月  日付けで着手しましたので届け出ます。 

                                      記 

１ 業 務 名  令和７年度グローバル人材育成事業「ＵＣＬプログラム派遣事業」 

航空券等手配業務委託 

２ 委託料の額  金          円 

３ 委 託 期 間    着  手  令和  年   月  日 

                   履行期限    令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（案） 

別記第２号様式 

完了届 
 

                                                     令和  年  月  日 

 

 福島県教育委員会教育長 様 

 

                           受託者   

               所在地  

                            名 称   

                              代表者                   

 

  下記委託業務は、令和 年  月  日に完了しましたので報告します。 

                                      記 

１ 業 務 名  令和７年度グローバル人材育成事業「ＵＣＬプログラム派遣事業」 

航空券等手配業務委託 

２ 委託料の額  金          円 

３ 委 託 期 間   着 手  令和  年   月  日 

                  完 了    令和  年  月  日 

４ 成 果 品  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（案） 

別記第３号様式 

実績報告書 

 

                                                     令和  年  月  日 

 

 福島県教育委員会教育長 様 

 

                           受託者   

               所在地  

                            名 称   

                              代表者                   

 

  下記委託業務の実績について報告します。 

                                      記 

１ 業 務 名  令和７年度グローバル人材育成事業「ＵＣＬプログラム派遣事業」 

航空券等手配業務委託 

２ 収支決算書    別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 収支決算書は、入札時の金額との整合のため、消費税に係る課税事業者であるか免税 

事業者であるかを問わず、決算額の１１０分の１００に相当する金額を記載すること。 



（案） 

別記第４号様式 

概算払請求書 

 

                                                     令和  年  月  日 

 

 福島県教育委員会教育長 様 

 

                           受託者   

               所在地  

                            名 称   

                              代表者                   

 

このことについて、下記のとおり請求します。 

記 

１ 業  務  名  令和７年度グローバル人材育成事業「ＵＣＬプログラム 

派遣事業」航空券等手配業務委託 

２ 概算払請求額等 

契約金額 受領済額 今回請求額 残  額 備  考 

 

      円 

 

 

            円 

 

 

            円 

 

 

            円 

 

 

 

 

 

３ 概算払を要する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件責任者及び担当者】 氏 名： 

                    連絡先： 



（案） 

別記第５号様式 

請求書 

 

                                                     令和  年  月  日 

 

 福島県教育委員会教育長 様 

 

                           受託者   

               所在地  

                            名 称   

                              代表者                   

 

このことについて、下記のとおり請求します。 

記 

１ 業 務 名  令和７年度グローバル人材育成事業「ＵＣＬプログラム派遣事業」 

航空券等手配業務委託 

２ 請求額等 

確定額 受領済額 今回請求額 残  額 備  考 

 

      円 

 

 

            円 

 

 

            円 

 

 

            円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件責任者及び担当者】 氏 名： 

                    連絡先： 

 


